



― 住民と地域組織の協働に着目して ― 
A Low-cost Framework for Sharing Safety Information  
during Disasters through Community Participation 
 
西本孝子†，大西克実†，吉田大介†，米澤剛†，中野秀男†† 
Takako Nishimoto, Katsumi Onishi, Daisuke Yoshida, Go Yonezawa, and Hideo Nakano 
 

































† 大阪市立大学大学院 創造都市研究科 













































































































































1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災で，安
否放送は大きな転機を迎えた．安否放送の最終的
な受付件数が 54612 件あったのに対し，実際に放






システムの開発へとつながった [26] [27]． 
 
2.2.3 通信会社等が提供する安否情報システム 
1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災を契
機に，安否情報システムへの取組みが始まったと

















登録データベースを公開してきたが，2007 年 3 月，
通信総合研究所のプロジェクト終了に伴い，IAA 
Alliance も解散しシステムも終了した．  
 
2.3 東日本大震災における安否確認 
2.3.1 Google パーソンファインダー 
パーソンファインダー [30]とは，グーグルが提供
する被災者の検索，安否情報確認のサービスであ












































2.4.1. SNS を使った安否情報発信 
SNS を使った安否情報の発信については，
Twitter や Facebook の事例から安否情報の発




る anpi レポート [34]がある．また，Facebook で
は 2014 年 10 月から災害時情報センター [35]が開





















































































































3.2. 宮城県登米市 災情報共有システム 
宮城県登米市では東日本大震災の教訓を受けて，


























3.3. 移動式 ICT ユニット 












































































































れた The Open Source Initiative によって策定
された The Open Source Definition の中で定義
されており，Free Redistribution （再頒布の自
由）」，Source Code （ソースコード），Derived 








ウェアのアプリケーションには Open Data Kit 
（以下，ODK）[50]，「小規模橋梁を対象とした住
民参加型橋梁点検システムの構築」 [51]で使用さ















は，ODK Aggregate [56]のほか，Formhub [57]や 
Ona [58]といった外部のプラットフォームが存在
することも利点である [59]．Android 搭載端末（以


















図 4-1 協働型安否情報共有の概要 
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   ・氏名 
   ・年齢（生年月日） 
   ・性別 
   ・組織・団体 
② 詳細情報 
   ・現在の状況（無事，軽傷，重傷，その他） 
   ・避難先・位置情報 
   ・写真 
   ・安否に関する問い合わせに対する可否 
   ・安否共有サイトへの公開の可否 
   ・特別な配慮（既往症・必要な薬など） ※ 
   ・家族情報 ※ 
   ・緊急の連絡先 ※ 




マイズして作成する．カスタマイズは  ODK 
Build というオンライン上で行う方法と，表形式






































性別 Choose One 
現在の状況 Choose One 






















表 4-1 ODK Build 登録情報の項目一覧 























項目の choices および設定の settings の三つの
シートで構成されている．survey シートでは調
査する項目の type，name および labelの３つを
設定する必要がある．回答項目の choices シート
では list name，name および label の設定が必
要となっている．settings シートではフォーム 
ID，言語の初期設定を行う．survey シートでの登





















図 4-4 に示す．このファイルを XML 形式に変換








































を Google Earth 上に表示することが可能であ
る，航空写真でも確認ができるため，消防などの
表 4-2 XLSForm 登録情報の項目一覧 
図 4-5 XLSForm で作成したフォーム画面 
図 4-3 ODK Build で作成したフォーム画面 
 
図 4-4 実際の XLSForm の一部 
type name label::english
begin group basic_info basic info
text name name
text name_kana name kana
integer age age




begin group condition_info condition info
select_one condition condition current condition
text condition_com comments
note note
end group condition_info condition info
begin group more_info1 more info1
select_one evacuation_status evacuation_status evacuation status
select_one evacuation evacuation evacuation area
text evacuation_com comments
note note
























































































図 4-8 英語，韓国語のフォーム画面 
図 4-7 ODK aggregate データ表示画面（地図） 
図 4-6 安否情報集約管理 
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ある．以下は， J-anpi に登録する際の CSV フ
ォーマットの必要項目の一例である． 
① 漢字発行者氏名（姓） 安否情報の漢字姓 
② 漢字発行者氏名（名） 安否情報の漢字名 
② 都道府県  安否情報の住所（都道府県名） 
③ 漢字住所  安否情報の住所（市区町村名） 























することが可能である．管理集約画面の  ODK 




















































② 調査対象者：20 代以上の男女 46 名 
③ 調査方法：対面法 
















































































































































図 5-1 回答者の属性（性別） 図 5-2 回答者の属性（年代） 





























図 5-5 アプリケーションの難易度（全年齢） 























































































図 5-8 災害用伝言板などへ登録することに対する意識 

































図 5-10 メール，SNS，ライン利用頻度 


















































年 2 回実施 
 
5.2.1. 大阪市 N区 













5.2.2. 和歌山市 N地区 
















5.2.3. 堺市 H区 
堺市 H 区では 60 代のマンションの元自治会役



















① 大阪市住吉区地域課 職員 3 名 
   ・実施日：12 月 1 日 
   ・方 法：対面 
② 宮城県登米市企画部企画政策課 職員 1 名 
   ・実施日：12 月 25 日～1 月 8 日，22 日 
   ・方 法：メールおよび電話 
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